○茨城県屋外広告物条例等の施行に関する城里町規則
平成17年２月１日
規則第111号
（趣旨）
第１条　この規則は，他に特別の定めのあるもののほか，茨城県屋外広告物条例（昭和49年茨城県条例第10号。以下「条例」という。）及び城里町使用料及び手数料条例（平成17年城里町条例第53号）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（許可の申請等）
第２条　条例第６条又は第７条第４項若しくは第５条の規定による許可を受けようとする者は，広告物等を表示し，又は設置しようとする日の30日前までに，屋外広告物許可申請書（様式第１号）を次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。
(1)　広告物等を表示し，又は設置する場所及びその近隣の状況を知り得る縮尺1,000分の１程度の見取図
(2)　広告物等の形状，寸法，材料及び構造を示す図面
(3)　広告物等を表示し，又は設置する場所の状況が分かるカラー写真（申請の日前３月以内に撮影したもの）
(4)　広告物等の色彩，意匠及び表示面積を明らかにした模写図
(5)　建築物を利用する広告物等にあっては，当該建築物との位置関係及び当該建築物の壁面等の状況（壁面の形状及び面積並びに壁面及び屋上に既に表示し，又は設置している他の広告物等の位置関係）を明らかにした図面
(6)　その他町長が必要と認める書類
２　町長は，条例第６条又は条例第７条第４項若しくは第５項の規定による許可をしたときは，屋外広告物許可書（様式第２号）を申請者に交付するものとする。
（更新の申請等）
第３条　条例第９条の２第１項の規定による許可の更新の申請は，条例第６条又は条例第７条第４項若しくは第５項の規定により受けた許可期間が満了する２週間前までに，屋外広告物更新許可申請書（様式第３号）に当該広告物等のカラー写真（申請の日前３月以内に撮影したもの）を添えて町長に提出することにより行わなければならない。
２　町長は，条例第９条の２第１項の規定による更新を許可したときは，屋外広告物更新許可書（様式第４号）を申請者に交付するものとする。
３　条例第９条の２第２項の規定による点検について，第１項の規定による許可の更新を申請しようとする者は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める者に行わせなければならない。
(1)　条例第21条の２の規定により広告物等を管理する者を置く広告物であって建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第138条第１項第３号に該当するもの　次に掲げる者
ア　法第10条第２項第３号にイに規定する登録試験機関が広告物の表示及び掲出物件の設置に関し必要な知識について行う試験に合格した者
イ　屋外広告業の事業者団体が公益目的事業として実施する広告物の点検に関する技能講習の修了者
ウ　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第１項に規定する建築士
エ　電気工事士法（昭和35年法律第139号）第３条第３項に規定する特種電気工事資格者（電気工事士法施行規則（昭和35年通商産業省令第97号）第２条の２第１項第１号に規定するネオン工事に係る特種電気工事資格者認定証の交付を受けている者に限る。）
(2)　条例第21条の２により広告物等を管理する者を置く広告物等（前号に掲げる広告物等を除く。）　前号に掲げる者又は条例第21条の２第２項各号のいずれかに該当する者
(3)　第１号及び前号以外の広告物等　前号に掲げる者又は当該広告物等の所有者，占有者その他当該広告物等について権原を有する者
４　条例第９条の２第２項の規定による点検結果の提出は，屋外広告物安全点検報告書（様式第５号）により行わなければならない。
（変更及び改造の申請等）
第４条　条例第10条第１項の規定による許可を受けようとする者は，広告物等を変更し，又は改造しようとする日の30日前までに，屋外広告物変更（改造）許可申請書（様式第６号）を提出しなければならない。この場合において，同項の規定による許可が改造に係るものであるときは，次に掲げる書類を添えなければならない。
(1)　改造後の広告物等の形状，寸法，材料及び構造を示す図面
(2)　改造前の広告物等のカラー写真（申請の日前３月以内に撮影したもの）
(3)　広告物等の色彩及び意匠並びに表示面積を明らかにした模写図
(4)　建築物を利用する広告物等にあっては，当該建築物との位置関係及び当該建築物の壁面等の状況（壁面の形状及び面積並びに壁面及び屋上に既に表示し，又は設置している他の広告物等の位置関係）を明らかにした図面
(5)　その他町長が必要と認める書類
２　町長は，条例第10条第１項の規定による許可をしたときは，屋外広告物変更（改造）許可書（様式第７号）を申請者に交付するものとする。
（軽微な変更等）
第５条　条例第10条第１項に規定する規則で定める軽微な変更又は改造は，次に掲げるものとする。
(1)　既設の広告物等の表示内容，意匠，色彩，形状，大きさ，構造又は位置に変更を加えない塗料の塗替え，補強又は修繕
(2)　掲示板その他これに類する物件に掲出するはり絵の取替え
(3)　自己の管理する店舗等に設置する広告幕を掲出する物件に掲出する自己の営業の内容を表示する広告幕の取替え
(4)　劇場，映画館等の常設の興行場が興行内容を表示する広告物を掲出する物件に掲出する興行内容を表示する広告物の取替え
（除却届出）
第６条　条例第16条第２項の規定による届出は，屋外広告物除却届出書（様式第８号）によりしなければならない。
（違反広告物である旨の表示）
第７条　条例第19条の２の規定による条例に違反する旨の表示は，違反広告物表示書（様式第９号）を当該広告物等にはり付けて行うものとする。
（公示等の場所）
第７条の２　条例第19条の４第１項第１号及び同条第２項に規定する規則で定める場所は，町庁舎とする。
（保管広告物等一覧簿の様式）
第７条の３　条例第19条の４第２項に規定する規則で定める様式は，様式第９号の２のとおりとする。
（保管した広告物等の売却手続）
第７条の４　条例第19条の６に規定する規則で定める方法は，競争入札に付して行う方法とする。ただし，競争入札に付しても入札者がない広告物等その他競争入札に付すことが適当でないと認められる広告物等の売却については，随意契約による方法とすることができる。
第７条の５　町長は，前条本文の規定による競争入札のうち一般競争入札に付そうとするときは，その入札期日の前日から起算して少なくとも５日前までに，次に掲げる事項を町庁舎に掲示し，又はこれに準ずる適当な方法で公示しなければならない。
(1)　当該広告物等の名称又は種類及び数量
(2)　当該競争入札の執行の日時及び場所
(3)　契約条項の概要
(4)　その他町長が必要と認める事項
２　町長は，前条本文の規定による競争入札のうち指名競争入札に付そうとするときはなるべく５人以上の入札者を指定し，かつ，それらの者に前項各号に掲げる事項をあらかじめ通知しなければならない。
３　町長は，前条ただし書の規定による随意契約によろうとするときは，なるべく２人以上の者から見積書を徴さなければならない。
（受領の様式）
第７条の６　条例第19条の８に規定する規則で定める様式は，様式第９号の３のとおりとする。
（身分証明書）
第７条の７　条例第20条第２項に規定する職員の身分を示す証明書は，身分証明書（様式第９号の４）によるものとする。
（管理者の届出等）
第８条　条例第22条第１項又は第２項の規定による届出は，屋外広告物管理者等設置（変更）届出書（様式第10号）によりしなければならない。ただし，屋外広告物許可申請書を提出する際に当該申請書の管理者の欄に所定事項の記載をした場合にあっては，条例第22条第１項の規定による届出をしたものとみなす。
２　条例第22条第３項の規定による届出は，屋外広告物滅失届出書（様式第11号）によりしなければならない。
３　条例第22条第４項の規定による届出は，屋外広告物設置者名称等変更届出書（様式第12号）によりしなければならない。
（屋外広告業届出）
第９条　条例第23条第１項の規定による届出は，屋外広告業届出書（様式第13号）によりしなければならない。この場合において，同条第１項第３号に規定する講習会修了者等が条例第25条第１項第１号及び第２号に規定する者であるときは，それを証する書面を添付しなければならない。
２　町長は，条例第23条第１項の規定による届出を受理したときは，屋外広告業届出済証（様式第14号）を届出者に交付するものとする。
３　条例第23条第２項の規定による届出は，屋外広告業廃止（変更）届出書（様式第15号）によりしなければならない。
附　則
（施行期日）
１　この規則は，平成17年２月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の日の前日までに，合併前の茨城県屋外広告物条例の施行に関する常北町規則（平成12年常北町規則第12号），茨城県屋外広告物条例等の施行に関する規則（平成12年桂村規則第９号）又は茨城県屋外広告物条例等の施行に関する規則（平成12年七会村規則第２号）の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（令和２年規則第28号）
（施行期日）
１　この規則は，令和３年10月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際，現にこの規則による改正前の茨城県屋外広告物条例の施行に関する城里町規則（次項において「改正前の規則」という。）の規定によりなされた申請その他の手続きは，この規則による改正後の茨城県屋外広告物条例の施行に関する城里町規則によりなされたものとみなす。
３　改正前の規則に基づく様式は，調整した残部を上限として所要の補正を行い使用することができる。
附　則（令和５年規則第14号）
この規則は，令和５年４月１日から施行する。
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